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(単位:円)

Ⅰ　一般正味財産増減の部
 1. 経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益

基本財産運用収益 920 920 0
基本財産運用益計 920 920 0
受取受託金等

受取受託金 103,218,152 105,371,106 △ 2,152,954
受取受託金等計 103,218,152 105,371,106 △ 2,152,954
受取負担金

受取負担金 414,348,606 378,381,883 35,966,723
受取負担金計 414,348,606 378,381,883 35,966,723
受取寄付金

受取寄付金振替額 7,283,198 9,289,764 △ 2,006,566
受取寄付金計 7,283,198 9,289,764 △ 2,006,566
雑収益

雑収益 186,704 207,047 △ 20,343
雑収益計 186,704 207,047 △ 20,343

経常収益計 525,037,580 493,250,720 31,786,860
(2) 経常費用

事業費
役員報酬 15,366,122 15,384,645 △ 18,523
給料手当 134,554,878 130,312,436 4,242,442
退職給付費用 9,421,301 8,842,327 578,974
法定福利費 22,584,695 21,357,657 1,227,038
通信伝送費 1,280,323 1,382,341 △ 102,018
データ管理費 114,404,918 89,784,421 24,620,497
事務所借料 35,520,204 35,603,841 △ 83,637
記録保管費用 2,439,745 3,964,330 △ 1,524,585
支払助成金 1,050,000 1,400,000 △ 350,000
支払顕彰金 800,000 800,000 0
支払国際助成金 793,292 600,000 193,292
諸掛費 60,339,911 59,922,520 417,391
減価償却費 21,867,881 12,262,446 9,605,435

事業費計 420,423,270 381,616,964 38,806,306
管理費

役員報酬 20,531,378 20,602,855 △ 71,477
給料手当 17,363,908 16,988,136 375,772
退職給付費用 3,664,117 3,836,387 △ 172,270
法定福利費 4,881,758 5,265,521 △ 383,763
福利厚生費 1,742,003 1,891,868 △ 149,865
旅費交通費 113,506 251,060 △ 137,554
通信運搬費 20,643 60,624 △ 39,981
消耗･器材費 3,093,756 3,269,790 △ 176,034
事務所借料 13,022,736 12,939,099 83,637
事務所経費 3,606,989 3,591,668 15,321
公租公課 1,153,278 103,200 1,050,078
支払手数料 471,345 492,215 △ 20,870
借料及び損料 1,312,635 1,181,400 131,235
会議費 15,510 15,510 0
謝金 1,922,540 1,926,280 △ 3,740
学術団体等協力費 1,040,000 1,540,000 △ 500,000
団体加入費 150,000 150,000 0
雑費 1,312,321 1,027,375 284,946

管理費計 75,418,423 75,132,988 285,435
経常費用計 495,841,693 456,749,952 39,091,741

評価損益等調整前当期経常増減額 29,195,887 36,500,768 △ 7,304,881
当期経常増減額 29,195,887 36,500,768 △ 7,304,881

正　味　財　産　増　減　計　算　書
令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで

科目 当年度 前年度 増減
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 2. 経常外増減の部
(1) 経常外収益

その他の経常外収益
退職給付引当金取崩額  

その他の経常外収益計  
経常外収益計  

(2) 経常外費用
固定資産除却損

什器備品除却損 1 10 △ 9
固定資産除却損計 1 10 △ 9
経常外費用計 1 10 △ 9

当期経常外増減額 △ 1 △ 10 9
当期一般正味財産増減額 29,195,886 36,500,758 △ 7,304,872
一般正味財産期首残高 516,700,805 480,200,047 36,500,758
一般正味財産期末残高 545,896,691 516,700,805 29,195,886

Ⅱ　指定正味財産増減の部
受取寄付金

受取寄付金(指定) 7,210,000 7,210,000 0
受取寄付金計 7,210,000 7,210,000 0
一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 △ 7,283,198 △ 9,289,764 2,006,566
当期指定正味財産増減額 △ 73,198 △ 2,079,764 2,006,566
指定正味財産期首残高 11,539,847 13,619,611 △ 2,079,764
指定正味財産期末残高 11,466,649 11,539,847 △ 73,198

Ⅲ　正味財産期末残高 557,363,340 528,240,652 29,122,688

科目 当年度 前年度 増減
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(単位:円)

Ⅰ　一般正味財産増減の部
 1. 経常増減の部

(1) 経常収益
基本財産運用益

基本財産運用収益 920 920 920
基本財産運用益計 920 920 920
受取受託金等

受取受託金 93,679,869 93,679,869 9,538,283 103,218,152
受取受託金等計 93,679,869 93,679,869 9,538,283 103,218,152
受取負担金

受取負担金 321,485,207 321,485,207 92,863,399 414,348,606
受取負担金計 321,485,207 321,485,207 92,863,399 414,348,606
受取寄付金

受取寄付金振替額 4,501,643 1,931,555 6,433,198 850,000 7,283,198
受取寄付金計 4,501,643 1,931,555 6,433,198 850,000 7,283,198
雑収益

雑収益 4,500 4,500 182,204 186,704
雑収益計 4,500 4,500 182,204 186,704

経常収益計 4,501,643 93,679,869 1,931,555 321,489,707 920 421,603,694 103,433,886 525,037,580
(2) 経常費用

事業費
役員報酬 148,145 62,177 15,155,800 15,366,122 15,366,122
給料手当 62,427 45,221,722 89,270,729 134,554,878 134,554,878
退職給付費用 22,339 1,844,016 9,750 7,545,196 9,421,301 9,421,301
法定福利費 24,378 6,333,114 7,124 16,220,079 22,584,695 22,584,695
通信伝送費 1,280,323 1,280,323 1,280,323
データ管理費 114,404,918 114,404,918 114,404,918
事務所借料 8,219,652 27,300,552 35,520,204 35,520,204
記録保管費用 2,439,745 2,439,745 2,439,745
支払助成金 1,050,000 1,050,000 1,050,000
支払顕彰金 800,000 800,000 800,000
支払国際助成金 793,292 793,292 793,292
諸掛費 1,594,682 31,959,508 1,849,147 24,936,574 60,339,911 60,339,911
減価償却費 2,952 72,478 1,554 21,790,897 21,867,881 21,867,881

事業費計 4,498,215 93,650,490 1,929,752 320,344,813 420,423,270 420,423,270
管理費

役員報酬 20,531,378 20,531,378
給料手当 17,363,908 17,363,908
退職給付費用 3,664,117 3,664,117
法定福利費 4,881,758 4,881,758
福利厚生費 1,742,003 1,742,003
旅費交通費 113,506 113,506
通信運搬費 20,643 20,643
消耗･器材費 3,093,756 3,093,756
事務所借料 13,022,736 13,022,736
事務所経費 3,606,989 3,606,989
公租公課 1,153,278 1,153,278
支払手数料 471,345 471,345
借料及び損料 1,312,635 1,312,635
会議費 15,510 15,510
謝金 1,922,540 1,922,540
学術団体等協力費 1,040,000 1,040,000
団体加入費 150,000 150,000
雑費 1,312,321 1,312,321

管理費計 75,418,423 75,418,423
経常費用計 4,498,215 93,650,490 1,929,752 320,344,813 420,423,270 75,418,423 495,841,693

評価損益等調整前当期経常増減額 3,428 29,379 1,803 1,144,894 920 1,180,424 28,015,463 29,195,887
当期経常増減額 3,428 29,379 1,803 1,144,894 920 1,180,424 28,015,463 29,195,887

科　　　目
公益事業目的会計

正　味　財　産　増　減　計　算　書　内　訳　表
令和6年 4月 1日から令和7年 3月31日まで

公２事業公１事業 公益共通公４事業
法人会計 内部取引等消去 合　　計

公３事業 小　計

公１ 放射線影響に関する知識の普及・啓発及び研究活動への奨励・助成
公２ 放射線影響に関する調査研究

公３ 放射線の防護及び利用に関する調査研究

公４ 放射線業務従事者等の放射線被ばく線量等に関する情報の収集、登録及び管理
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 2. 経常外増減の部
(1) 経常外収益

その他の経常外収益
退職給付引当金取崩額

その他の経常外収益計
経常外収益計

(2) 経常外費用
固定資産除却損

什器備品除却損 1 1 1

固定資産除却損計 1 1 1
その他の経常外費用
その他損失

経常外費用計 1 1 1
当期経常外増減額 0 0 0 △ 1 0 △ 1 0 △ 1
他会計振替前当期一般正味財産増減額 3,428 29,379 1,803 1,144,893 920 1,180,423 28,015,463 29,195,886
他会計振替額 △ 3,428 △ 29,379 △ 1,803 △ 383,507 472,859 54,742 △ 54,742 0
当期一般正味財産増減額 0 0 0 761,386 473,779 1,235,165 27,960,721 29,195,886
一般正味財産期首残高 0 △ 111,147 1 150,979,682 76,929,982 227,798,518 288,902,287 516,700,805
一般正味財産期末残高 0 △ 111,147 1 151,741,068 77,403,761 229,033,683 316,863,008 545,896,691

Ⅱ　指定正味財産増減の部
受取寄付金

受取寄付金(指定) 4,167,000 2,193,000 6,360,000 850,000 7,210,000
受取寄付金計 4,167,000 2,193,000 6,360,000 850,000 7,210,000
一般正味財産への振替額

一般正味財産への振替額 △ 4,501,643 △ 1,931,555 △ 6,433,198 △ 850,000 △ 7,283,198
当期指定正味財産増減額 △ 334,643 0 261,445 0 0 △ 73,198 0 △ 73,198
指定正味財産期首残高 501,393 0 5,038,454 0 6,000,000 11,539,847 0 11,539,847
指定正味財産期末残高 166,750 0 5,299,899 0 6,000,000 11,466,649 0 11,466,649

Ⅲ　正味財産期末残高 166,750 △ 111,147 5,299,900 151,741,068 83,403,761 240,500,332 316,863,008 557,363,340

科　　　目
公益事業目的会計

法人会計 内部取引等消去 合　　計
公１事業 公２事業 公３事業 公４事業 公益共通 小　計
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(単位:円)

Ⅰ　一般正味財産増減の部

 1. 経常増減の部

(1) 経常収益

受取負担金

受取負担金 209,892,042 85,118,150 26,475,015 321,485,207

受取負担金計 209,892,042 85,118,150 26,475,015 321,485,207

雑収益

雑収益 4,500 4,500

雑収益計 4,500 4,500

経常収益計 209,896,542 85,118,150 26,475,015 321,489,707

(2) 経常費用

事業費

役員報酬 10,942,488 3,228,185 985,127 15,155,800

給料手当 71,388,416 12,554,819 5,327,494 89,270,729

退職給付費用 5,877,164 1,511,361 156,671 7,545,196

法定福利費 13,692,520 1,385,131 1,142,428 16,220,079

通信伝送費 917,249 363,074 1,280,323

データ管理費 59,676,435 38,272,774 16,455,709 114,404,918

事務所借料 19,710,998 5,815,018 1,774,536 27,300,552

記録保管費用 1,100,275 1,339,470 2,439,745

諸掛費 21,931,048 1,852,336 1,153,190 24,936,574

減価償却費 2,571,422 10,384,198 8,835,277 21,790,897

事業費計 206,707,740 76,467,171 37,169,902 320,344,813

経常費用計 206,707,740 76,467,171 37,169,902 320,344,813

評価損益等調整前当期経常増減額 3,188,802 8,650,979 △ 10,694,887 1,144,894

当期経常増減額 3,188,802 8,650,979 △ 10,694,887 1,144,894

 2. 経常外増減の部

(1) 経常外収益

経常外収益計

(2) 経常外費用

固定資産除却損

什器備品除却損 1 1

固定資産除却損計 1 1

経常外費用計 1 1

当期経常外増減額 0 0 △ 1 △ 1

他会計振替前当期一般正味財産増減額 3,188,802 8,650,979 △ 10,694,888 1,144,893

他会計振替額 △ 277,051 △ 81,519 △ 24,937 △ 383,507

当期一般正味財産増減額 2,911,751 8,569,460 △ 10,719,825 761,386

一般正味財産期首残高 17,292,549 93,838,616 39,848,517 150,979,682

一般正味財産期末残高 20,204,300 102,408,076 29,128,692 151,741,068

Ⅱ　指定正味財産増減の部

当期指定正味財産増減額

指定正味財産期首残高

指定正味財産期末残高

Ⅲ　正味財産期末残高 20,204,300 102,408,076 29,128,692 151,741,068

公 ４ 事 業　正 味 財 産 増 減 計 算 書 内 訳 表
令和 6年 4月 1日から令和 7年 3月31日まで

科目 原子力 除染等 RI等 合計内部取引等消去
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	(1) 放射線影響研究功績賞
	本賞は、協会の松平元理事長からの寄付金等を基に平成12年度（2000）に創設したものであり、放射線影響、放射線の医学利用の基礎並びに放射線による障害の防止など放射線科学研究の分野において、顕著な業績をあげた者に対して贈呈し、もって我が国の科学技術の進展及び国民保健の増進に寄与することを目的としている。
	選考に際しては、公募により受賞候補者の推薦を求め、学識経験者等により構成される本賞選考委員会にて厳正な審議・選考を行い、理事会にて受賞者を決定した。
	令和6年度（2024）は、次表のとおり1名を顕彰し、平成12年度（2000）からの顕彰累計は23名となった。
	(2) 放射線影響研究奨励賞
	本賞は平成18年度（2006）に創設されたものであり、放射線影響研究功績賞と同様に放射線科学研究の分野において活発な研究活動を行い、将来性のある若手研究者に対して贈呈し、もって我が国の科学技術の進展及び国民保健の増進に寄与することを目的としている。
	選考に際しては、公募により受賞候補者の推薦を求め、学識経験者等により構成される本賞選考委員会にて厳正な審議・選考を行い、理事会にて受賞者を決定した。
	令和6年度（2024）は、次表のとおり計2名を顕彰し、平成18年度（2006）からの顕彰累計は37名となった。

	４.　国際研究集会参加等のための助成金の交付
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	(1) 調査対象者の被ばく線量に関する情報の更新
	(2) 調査対象者の生死に関する情報の更新
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	(2) 文献調査

	５．委員会活動

	（契約に関する合意書締結日　令和6年12月2日）
	（契約額　2,607,000円）
	Ⅲ　放射線の防護及び利用に関する調査研究
	１．ICRPについて
	(1) ICRPの委員会構成
	国際放射線防護委員会は、主委員会と5つの専門委員会から構成されていたが、平成29年度（2017）に改組され主委員会と4つの専門委員会となった。それぞれの委員会の役割は次のとおりである。
	(2)　我が国からのICRP委員
	我が国は主委員会と専門委員会の全てに委員として参加している。令和6年度（2024）における我が国のICRP委員は次のとおりである。

	２．ICRP会合参加状況
	３．ICRP調査・研究連絡会の活動状況について
	(1) 放影協開催講座（ICRPセミナー）の開催
	一般市民を含むICRPに関心を有する方々に広くICRP や放射線防護に関する情報を提供するとの観点から、「放影協開催講座（ICRPセミナー）」を以下のとおり開催した。
	(2) 放影協開催講座（ICRP特別セミナー）の開催
	(3）ICRP調査・研究連絡委員会の活動
	(3）-2　ICRPの活動報告
	1) ICRP調査・研究連絡委員会の開催

	４．報告書の作成
	５．ICRP調査・研究連絡会の運営

	Ⅳ　放射線業務従事者等の放射線被ばく線量等に
	関する情報の収集、登録及び管理
	１.　経常業務
	(1) 原子力登録管理制度に係る業務
	原子力事業者等から被ばく線量登録管理に関する各種登録申請を受付け、また、放射線業務従事者（以下「従事者」という。）の指定を解除した者の被ばく線量に係る放射線管理記録の引渡しを受け、これらを処理するとともに、さらに被ばく線量記録等の登録保管内容の照会に対する回答業務を行った。
	その登録等の概況は、第1表のとおりである。
	（注）従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録の件数は、除染等業務従事者等のための登録を含む。
	①　従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録
	（原子力及び除染登録管理制度共通）
	②　原子力事業所における従事者指定の登録
	③　定期線量（年度線量）の登録
	④　従事者指定の解除及び原子炉等規制法に係る放射線管理記録の保存
	（国の指定を受けた放射線管理記録保存業務）
	⑤　従事者の被ばく線量記録に係る経歴照会に対する回答
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	除染登録管理制度は、当協会が運用主体となり、除染特別地域及び汚染状況重点調査地域で実施されている除染等業務、特定線量下業務及び事故由来廃棄物等処分業務を行う事業者が参加している。
	令和6年度（2024）は、除染等業務従事者に関する各種登録申請を受け付け、必要な処理を行った。事業者の制度参加及び登録等の概況は、以下のとおりである。なお、中央登録番号取得のための従事者（個人識別）の登録及び放射線管理手帳発行の登録は、原子力登録管理制度と共通であり、両制度における合計件数は第1表に示した。
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	（注）原子力、RI両登録管理制度の従事者で、平成15年度（2003）に原子力登録管理制度に引渡された11,009件の記録を含む（第1表にも計上）。
	第8表　記録引渡しの内訳
	（単位：件）
	（注）複数の法令に基づく引渡し記録が含まれるため、各欄の合計が引渡し合計とはならない。
	② 従事者本人等からの記録の開示請求に対する対応
	(5) 国が実施または国が関与する放射線疫学調査に対する登録情報の提供
	令和6年度（2024）は、国が実施または国が関与する放射線疫学調査として、以下について登録データの提供を行った。
	・「低線量放射線による人体への影響に関する疫学的調査」
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	④ 　放射線管理手帳自動記帳機の仕様変更について
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	② 　記録保管のデジタルアーカイブ化について
	③ 　放射線管理手帳自動記帳機の仕様変更について
	④ 　健康保険被保険者証等のマイナンバーカードへの取込みに伴う公的資料の取扱いについて
	⑤ 　その他
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	④ 　その他
	(5) 原子力事業者及び除染事業者との制度運営等に係る協議
	原子力登録管理制度、除染登録管理制度及び手帳制度の適切な運用や個人情報の取扱い等について、原子力事業所や除染事業場に中央登録センター担当者が出向いて意見交換を行った。令和6年度（2024）においては、第9表のとおり、5箇所の原子力事業所及び2箇所の除染事業場で実施した。
	(6) 手帳発効機関に対する手帳の運用等に係る指導、助言
	手帳発効事業所に対して、手帳の円滑な運用に資するため、「放射線管理手帳運用要領・記入要領」（手帳発効機関用）等に従って手帳が適切に運用されているか、また、個人情報の取扱いが規程等に基づき適切に運用、管理されているか等について、中央登録センター担当者が出向いて、またはアンケートの回答を得て必要な指導、助言を行った。令和6年度（2024）においては、第9表のとおり、15箇所の手帳発効事業所で実施した。
	第9表　原子力事業所､除染事業場及び手帳発効事業所に対する助言､指導の実施状況
	（単位：箇所）
	(7) 統計資料の作成及び公表について
	原子力登録管理制度及び除染登録管理制度においては、登録された被ばく線量データに基づき、原子力及び除染の各事業における被ばく状況を示す各種統計を作成し、公表している。
	令和6年度（2024）は、原子力登録管理制度では令和5年度（2023）統計、及び除染登録管理制度では令和5年（2023）の暦年統計及び各四半期統計を作成した。統計資料は、協会のホームページ及び「放影協ニュース」で公表している。
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